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1 事業概要 

1.1 事業の背景・目的 

我が国の中小企業の業況は、新型コロナウイルス感染症を契機に急速に悪化した。貴重な技術

やノウハウを持つ中小企業が再び成長軌道に戻るために、あるいは倒産や廃業によって失われな

いように、中小企業の財務基盤の強化や事業承継支援を進めていくことは、これまで以上に重要

な政策的課題となっている。 

こうした中、感染症を契機とした中小企業の財務や資金繰り状況の変化、金融機関との関係性

の強化に向けた取組、新たな資金調達手段の動向、今後の事業継続や事業承継に対する意向、コ

ロナ禍でも円滑に事業承継を進めていくに当たっての課題等について調査・分析し、中小企業の

財務基盤強化・事業承継促進に向けた効果的な政策立案につなげていくことが重要である。 

本事業は、上記の事業目的を達成するため、既存調査等の分析とともに、円滑な資金調達を実

現した中小企業や、コロナ禍でも廃業を回避し事業承継実現に向けて取り組む中小企業の実態等

を把握するため定量・定性両面のデータを収集・分析し、当該分析結果を基にテーマに即した現

状の整理、課題の抽出、政策提言等をとりまとめ、今後の中小企業政策の企画立案や 2021年

版中小企業白書・小規模企業白書作成等の基礎資料とするものである。 
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 ・「新型コロナウイルス」関連破たん 

   弊社調べによると、2021年 3月 2日時点における新型コロナウイルス関連の経営破たん

の累計は、負債 1,000万円以上で 1,084件（倒産 1,010件、弁護士一任・準備中 74

件）、負債 1,000万円未満の小規模倒産は 51件判明しており、これらを合計した新型コロナ

ウイルス関連破たんは累計 1,135件となっている。 

 

都道府県別に経営破たんの件数をみると、東京都、神奈川県、愛知県、大阪府で 50件超と

特に多く、新型コロナウイルスの感染拡大及びそれに伴う緊急事態宣言による自粛要請等の影

響が強く出ている状況が考えられる。 

 

   また、負債 1,000万円以上の経営破たんで倒産した 1,010件を形態別にみると、破産が

888件（87.9％）で最多。次いで民事再生法が 58件（5.7％）、取引停止処分が 52件

（5.1％）、特別清算が 7件（0.6％）、内整理が 4件（0.3％）、会社更生法が 1件（0.1％）

となっている。新型コロナ関連倒産の約 9割を消滅型の破産が占め、再建型の会社更生法と民

事再生法の合計は 1割未満にとどまっている。業績不振が続いていたところに新型コロナのダ

メージがとどめを刺すかたちで脱落するケースが大半となっており、先行きのめどが立たず、

再建型の選択が難しいことが浮き彫りとなっている。 
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2.2 アンケート調査概要 

●調査期間 ： 2020年 11月 27日～12月 25日 

 

●調査対象 ： 全国の中小企業事業者 

 

●配布数 ： 20,000件 

 

●有効回答数 ： 6,114件（回収率：30.6％） 

 

●調査方法 ： 郵送による配布、郵送及びWEBによる回収 

 

●調査項目 ： Ａ．事業内容・組織風土について 

Ｂ．財務に関する意識・取組について 

Ｃ．経営計画等について 

Ｄ．新型コロナウイルス感染症の影響について 

Ｅ．新型コロナウイルス感染症を踏まえた事業面の対応について 

Ｆ．新型コロナウイルス感染症を踏まえた資金面の対応について 

Ｇ．オンラインを活用した資金調達について 

Ｈ．取引金融機関について 

Ｉ．事業承継について 

Ｊ．Ｍ＆Ａについて 
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2.3 アンケート調査結果 

※ 特段の記載がない限り、「調査数」は当該設問の各カテゴリーにおける回答企業数、各選択肢

はそれぞれの回答割合を示している。 

 

調査対象の内訳-(1)業種 

 
 

調査対象の内訳-(2)地域 

 

 

調査対象の内訳-(3)従業員規模 

 

 

調査対象の内訳-(4)顧客属性 

 

 

業績・資金繰り予測の管理主体 

 

 

業績・資金繰り予測の社内での共有状況 

 

  

調査数 建築業 製造業 卸売業 小売業 宿泊業
飲食サービ
ス業

生活関連
サービス業

その他   無回答

6,114 305 1,825 918 1,072 282 248 163 1,299 2

100 .0 5 .0 29 .8 15 .0 17 .5 4 .6 4 .1 2 .7 21 .2 0 .0

調査数
感染拡大9
都道府県

その他（38
県）

  無回答

6,114 2,682 3,430 2

100 .0 43 .9 56 .1 0 .0

調査数 20名以下 21～50名 51～100 名 101 名以上   無回答

6,114 1,953 1,728 1,302 1,129 2

100 .0 31 .9 28 .3 21 .3 18 .5 0 .0

調査数
事業者向け
（BtoB）

消費者向け
（BtoC）

  無回答

6,114 4,191 1,859 64

100 .0 68 .5 30 .4 1 .0

調査数 経営層
社内の担当
者

社外（税理士
等）

管理していな
い

6,088 67.9 28.2 2.7 1.2

調査数
十分できて
いる

ある程度でき
ている

どちらとも言
えない

あまりできて
いない

全くできてい
ない

4,784 24.0 49.5 13.4 10.3 2.9
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財務面で感じていた課題（業績・資金繰り予測の社内での共有状況別） 

 

 

業績・資金繰り予測の期間 

 

 

財務面で感じていた課題（業績・資金繰り予測の期間別） 

 

 

業績・資金繰り予測の期間別に見た、各種財務指標-(1)売上高経常利益率（中央値） 

 

 

業績・資金繰り予測の期間別に見た、各種財務指標-(2)自己資本比率（分布） 

 

  

調査数
借入金が多
い

借入の返済
負担が大き
い

手元現預金
が少ない

売上高が低
い

生産・仕入の
コストが高い

固定費が高
い

在庫が多い
不良資産が
多い

売上債権の
回収が遅い

仕入債務の
支払が早い

その他 特にない 分からない

5,751 22.5 12.7 14.3 19.5 16.4 29.4 13.2 3.1 7.7 3.9 1.2 29.4 0.6

十分できている 1,085 17.3 10.5 13.2 16.4 15.4 25.3 9.5 2.0 5.6 3.1 0.9 37.5 0.5

ある程度できている 2,234 22.8 12.8 13.8 19.2 17.4 29.9 14.5 3.0 8.1 3.8 1.3 26.4 0.4

どちらとも言えない・あまりでき
ていない・全くできていない

1,213 25.8 13.8 15.7 22.8 18.4 32.1 15.6 4.6 8.5 4.4 1.0 26.4 0.7

業
績
・
資
金
繰
り

予
測
の
社
内
で
の

共
有
状
況

合 計

調査数 １か月後 ２～３か月後 ４～６か月後
７～12か月
後

12か月超

5,347 3.3 21.9 35.7 22.0 17.1

調査数
借入金が多
い

借入の返済
負担が大き
い

手元現預金
が少ない

売上高が低
い

生産・仕入の
コストが高い

固定費が高
い

在庫が多い
不良資産が
多い

売上債権の
回収が遅い

仕入債務の
支払が早い

その他 特にない 分からない

5,751 22.5 12.7 14.3 19.5 16.4 29.4 13.2 3.1 7.7 3.9 1.2 29.4 0.6

7 か月超 1,986 20.7 12.1 11.7 18.3 16.3 30.2 10.8 2.5 6.8 2.9 1.2 32.0 0.4

4 ～6 か月 1,820 22.4 12.5 14.4 19.2 18.1 28.9 15.3 3.3 8.1 4.3 1.4 28.0 0.5

1 ～3 か月 1,262 26.1 14.7 19.0 20.6 15.9 28.4 14.7 4.2 9.0 4.8 1.1 26.7 0.8

業
績
・
資
金

繰
り
予
測
の

期
間

合 計

調査数 中央値

5,971 0.0250

7 か月超 2,015 0.0315

4 ～6 か月 1,872 0.0224

1 ～3 か月 1,331 0.0203

業
績
・
資
金

繰
り
予
測
の

期
間

合 計

調査数 債務超過
0 ％以上
20％未満

20％以上
40％未満

40％以上
60％未満

60％以上
80％未満

80％以上

5,971 7.3 19.8 26.0 22.8 16.0 8.2

7 か月超 2,015 5.5 19.0 25.4 22.6 17.7 9.9

4 ～6 か月 1,872 7.1 20.2 26.0 23.6 15.8 7.3

1 ～3 か月 1,331 10.0 19.2 26.7 22.9 14.4 6.7

業
績
・
資
金

繰
り
予
測
の

期
間

  合  計
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各財務指標の活用状況-(1)売上高経常利益率 

 

 

各財務指標の活用状況-(2)損益分岐点売上高 

 

 

各財務指標の活用状況-(3)自己資本比率 

 

 

各財務指標の活用状況-(4)手元流動性比率 

 

 

各財務指標の活用状況-(5)総資産回転率 

 

 

各財務指標の活用状況-(6)自己資本比率(ROE) 

 

  

調査数 計算している
計算していな
い

6,007 79.0 21.0

調査数 計算している
計算していな
い

6,036 77.2 22.8

調査数 計算している
計算していな
い

6,022 73.3 26.7

調査数 計算している
計算していな
い

6,011 62.6 37.4

調査数 計算している
計算していな
い

6,007 57.6 42.4

調査数 計算している
計算していな
い

6,017 57.5 42.5
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各財務指標の活用状況-(7)総資産利益率(ROA) 

 

 

各財務指標の活用状況-(8)投下資本利益率(ROIC) 

 

 

各財務指標の計算状況別に見た、各財務指標の水準-(1)売上高経常利益率（中央値） 

 
 

各財務指標の計算状況別に見た、各財務指標の水準-(2)損益分岐点比率（中央値） 

 
 

各財務指標の計算状況別に見た、各財務指標の水準-(3)自己資本比率（分布） 

 

  

調査数 計算している
計算していな
い

6,005 55.1 44.9

調査数 計算している
計算していな
い

6,004 42.8 57.2

調査数 中央値

5,971 0.0250

計算している 4,636 0.0263

計算していない 1,234 0.0196

売
上
高

経
常
利

益
率

合 計

調査数 中央値

4,842 0.8600

計算している 3,722 0.8500

計算していない 1,060 0.8700

損
益
分

岐
点
売

上
高

合 計

調査数 債務超過
0 ％以上
20％未満

20％以上
40％未満

40％以上
60％未満

60％以上
80％未満

80％以上

5,971 7.3 19.8 26.0 22.8 16.0 8.2

計算している 4,326 5.6 18.8 27.0 23.6 16.8 8.2

計算していない 1,556 11.8 22.4 23.0 20.5 14.2 8.0

自
己
資

本
比
率

  合  計
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2020年の売上高（従業員規模別） 

 
 

2020年の売上高（業種別） 

 

 

2020年の売上高（業種別・地域別） 

 

  

調査数 100 以上
75以上100
未満

50以上75未
満

50未満

5,626 25.9 54.3 15.4 4.3

20名以下 1,777 26.7 48.1 19.4 5.9

21～50名 1,595 24.5 55.7 15.7 4.1

51～100 名 1,211 25.5 58.0 12.8 3.7

101 名以上 1,042 27.3 58.6 11.3 2.8

従
業
員
数

合 計

調査数 100 以上
75以上100
未満

50以上75未
満

50未満

5,626 25.9 54.3 15.4 4.3

建築業 275 38.9 47.6 11.6 1.8

製造業 1,699 23.8 58.0 14.8 3.4

卸売業 854 27.6 62.3 8.8 1.3

小売業 966 27.1 58.9 12.0 2.0

宿泊業 263 6.1 22.1 48.3 23.6

飲食サービス業 232 12.5 33.2 44.8 9.5

生活関連サービス業 144 8.3 49.3 24.3 18.1

その他 1,192 32.9 53.1 10.6 3.4

業
種

合 計

調査数 100 以上
75以上100
未満

50以上75未
満

50未満

5,626 25.9 54.3 15.4 4.3

建設業・感染拡大9 都道府県 103 36.9 50.5 8.7 3.9

建設業・その他（38県） 172 40.1 45.9 13.4 0.6

製造業・感染拡大9 都道府県 712 22.8 60.8 13.6 2.8

製造業・その他（38県） 987 24.6 55.9 15.7 3.7

卸売業・感染拡大9 都道府県 408 27.5 61.5 9.1 2.0

卸売業・その他（38県） 446 27.8 63.0 8.5 0.7

小売業・感染拡大9 都道府県 342 30.1 54.4 13.5 2.0

小売業・その他（38県） 624 25.5 61.4 11.2 1.9

宿泊業・感染拡大9 都道府県 80 6.3 26.3 42.5 25.0

宿泊業・その他（38県） 183 6.0 20.2 50.8 23.0

飲食サービス業・感染拡大9 都道府県 122 8.2 27.9 53.3 10.7

飲食サービス業・その他（38県） 110 17.3 39.1 35.5 8.2

生活関連サービス業・感染拡大9 都道府県 68 5.9 50.0 22.1 22.1

生活関連サービス業・その他（38県） 76 10.5 48.7 26.3 14.5

その他・感染拡大9 都道府県 642 32.9 51.6 11.2 4.4

その他・その他（38県） 550 32.9 54.9 9.8 2.4

  合  計

業
種
・
地
域
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2020年の売上高（業種別・顧客属性別） 

 

 

最も売上高が減少した月 

 

 

最も売上高が減少した月の売上高（業種別） 

 

  

調査数 100 以上
75以上100
未満

50以上75未
満

50未満

5,626 25.9 54.3 15.4 4.3

建設業・消費者向け（BtoC） 34 17.6 55.9 26.5 -

建設業・事業者向け（BtoB） 239 41.8 46.4 9.6 2.1

製造業・消費者向け（BtoC） 83 28.9 42.2 20.5 8.4

製造業・事業者向け（BtoB） 1,607 23.5 58.9 14.6 3.1

卸売業・小売業・消費者向け（BtoC） 785 27.6 59.4 11.3 1.7

卸売業・小売業・事業者向け（BtoB） 1,020 27.2 61.5 9.7 1.7

宿泊業・消費者向け（BtoC） 236 5.9 21.6 49.6 22.9

宿泊業・事業者向け（BtoB） 24 8.3 20.8 41.7 29.2

飲食サービス業・消費者向け（BtoC） 190 9.5 30.0 49.5 11.1

飲食サービス業・事業者向け（BtoB） 40 27.5 45.0 25.0 2.5

生活関連サービス業・消費者向け（BtoC） 91 6.6 49.5 23.1 20.9

生活関連サービス業・事業者向け（BtoB） 52 11.5 48.1 26.9 13.5

その他・消費者向け（BtoC） 275 29.8 46.9 18.9 4.4

その他・事業者向け（BtoB） 908 34.0 54.8 7.9 3.2

  合  計

業
種
・
顧
客
属
性

調査数 3 月以前 4 月 5 月 6 月 7 月以降

5,511 9.9 17.3 31.2 8.2 33.4

建築業 251 13.9 17.1 20.3 9.2 39.4

製造業 1,680 9.6 9.9 27.7 10.3 42.4

卸売業 834 9.5 16.4 26.0 8.6 39.4

小売業 954 12.6 19.8 34.2 6.5 26.9

宿泊業 268 3.4 21.6 64.2 5.6 5.2

飲食サービス業 228 5.7 52.2 33.3 2.2 6.6

生活関連サービス業 152 9.2 34.9 35.5 5.3 15.1

その他 1,142 9.7 16.5 31.1 8.2 34.4

業
種

合 計

調査数
75以上100
未満

50以上75未
満

50未満

5,432 30.9 35.3 33.8

建築業 241 26.1 35.3 38.6

製造業 1,672 25.4 40.0 34.6

卸売業 820 42.1 38.5 19.4

小売業 937 34.4 39.9 25.7

宿泊業 263 6.1 7.2 86.7

飲食サービス業 225 9.8 27.1 63.1

生活関連サービス業 149 20.8 33.6 45.6

その他 1,124 40.5 30.5 29.0

業
種

合 計
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業種別に見た、2020年の売上高の推移 

《Q1》 

 

 

《Q2》 

 

  

調査数 50未満
50以上75未
満

75以上100
未満

100 以上

5,761 3.5 9.6 43.4 43.5

建設業 269 6.3 13.0 25.3 55.4

製造業 1,742 2.8 10.8 43.0 43.5

情報通信業 305 3.0 7.2 28.2 61.6

運輸業，郵便業 285 3.9 4.9 42.1 49.1

卸売業 867 1.4 6.8 45.3 46.5

小売業 998 2.7 7.6 51.6 38.1

不動産，物品賃貸業 189 3.7 3.7 36.0 56.6

学術研究，専門・技術サービス業/ 教育，学習支援業/
医療，福祉/ サービス業（他に分類されないもの）

302 3.6 8.9 29.1 58.3

宿泊業 268 11.2 23.1 50.4 15.3

飲食サービス業 240 5.0 11.7 55.0 28.3

生活関連サービス業 157 7.0 12.7 51.6 28.7

娯楽業 138 3.6 11.6 48.6 36.2

業
種

  合  計

調査数 50未満
50以上75未
満

75以上100
未満

100 以上

5,761 13.3 23.7 39.6 23.4

建設業 269 7.1 21.9 31.6 39.4

製造業 1,742 7.5 27.6 42.2 22.7

情報通信業 305 6.2 16.1 37.0 40.7

運輸業，郵便業 285 8.8 14.4 55.4 21.4

卸売業 867 3.5 18.6 52.4 25.6

小売業 998 7.0 27.6 41.8 23.6

不動産，物品賃貸業 189 7.4 13.8 43.9 34.9

学術研究，専門・技術サービス業/ 教育，学習支援業/
医療，福祉/ サービス業（他に分類されないもの）

302 7.3 18.2 41.7 32.8

宿泊業 268 78.7 14.9 4.9 1.5

飲食サービス業 240 50.0 28.3 12.1 9.6

生活関連サービス業 157 33.8 30.6 30.6 5.1

娯楽業 138 37.0 47.1 13.8 2.2

業
種

  合  計



- 13 - 

《Q3》 

 

 

《Q4》 

 

  

調査数 50未満
50以上75未
満

75以上100
未満

100 以上

5,761 6.9 22.0 46.8 24.3

建設業 269 5.9 19.0 34.2 40.9

製造業 1,742 5.3 25.5 47.5 21.6

情報通信業 305 3.9 17.4 43.9 34.8

運輸業，郵便業 285 6.0 12.3 59.6 22.1

卸売業 867 2.7 17.3 57.1 23.0

小売業 998 3.3 17.6 52.6 26.5

不動産，物品賃貸業 189 4.8 14.3 41.3 39.7

学術研究，専門・技術サービス業/ 教育，学習支援業/
医療，福祉/ サービス業（他に分類されないもの）

302 5.0 16.6 42.4 36.1

宿泊業 268 35.1 37.7 19.4 7.8

飲食サービス業 240 16.3 37.9 31.3 14.6

生活関連サービス業 157 21.7 24.2 42.0 12.1

娯楽業 138 8.0 37.0 40.6 14.5

業
種

  合  計

調査数 50未満
50以上75未
満

75以上100
未満

100 以上

5,761 4.7 14.7 47.9 32.8

建設業 269 4.8 17.1 32.3 45.7

製造業 1,742 4.4 15.8 49.3 30.4

情報通信業 305 3.6 11.8 44.6 40.0

運輸業，郵便業 285 4.9 9.8 53.3 31.9

卸売業 867 1.7 9.3 54.7 34.3

小売業 998 2.4 9.6 51.9 36.1

不動産，物品賃貸業 189 2.6 9.5 47.6 40.2

学術研究，専門・技術サービス業/ 教育，学習支援業/
医療，福祉/ サービス業（他に分類されないもの）

302 3.0 12.3 41.7 43.0

宿泊業 268 14.9 34.0 31.3 19.8

飲食サービス業 240 10.0 32.9 39.2 17.9

生活関連サービス業 157 19.1 18.5 47.8 14.6

娯楽業 138 4.3 19.6 47.1 29.0

業
種

  合  計
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感染症拡大後に活用した支援策（従業員規模別） 

 

 

感染症拡大後に活用した支援策（業種別） 

 

 

感染症拡大後の金融機関からの借入状況（業種別） 

 

 

感染症拡大後の金融機関からの借入状況（自己資本比率別） 

 

  

調査数
持続化給付
金

家賃支援給
付金

地方自治体
による補助
金・支援金

雇用調整助
成金

持続化補助
金

ものづくり・商
業・サービス
補助金

IT導入補助
金

働き方改革
推進支援助
成金（新型コ
ロナウイルス
感染症対策
のためのテ
レワークコー
ス）

各種GoTo
キャンペーン
（GoToトラベ
ル、GoTo
イート、GoTo
イベント、
GoTo商店
街）の活用

政府系金融
機関による
実質無利子・
無担保融資

実質無利子・
無担保融資
以外の政府
系金融機関
による融資

民間金融機
関による実
質無利子・無
担保融資

実質無利子・
無担保融資
以外の信用
保証付融資

いずれも利
用していない

その他

5,968 37.2 17.8 26.5 40.8 5.0 3.5 7.1 3.5 17.0 28.0 7.9 26.7 8.7 20.2 1.4

20名以下 1,898 49.7 19.5 28.6 30.1 5.8 3.1 4.5 2.5 16.0 28.6 6.5 28.1 9.4 18.0 1.1

21～50名 1,689 37.4 17.1 25.5 41.0 4.7 2.2 6.1 3.0 17.3 29.5 8.5 31.1 8.2 19.5 1.4

51～100 名 1,277 29.7 17.0 26.2 46.6 4.5 5.2 8.6 3.9 18.2 28.8 8.9 26.2 9.5 22.2 1.5

101 名以上 1,102 24.3 16.9 25.0 52.5 4.8 4.0 11.2 5.2 17.2 23.9 8.4 18.1 7.4 22.5 2.2

従
業
員
数

合 計

調査数
持続化給付
金

家賃支援給
付金

地方自治体
による補助
金・支援金

雇用調整助
成金

持続化補助
金

ものづくり・商
業・サービス
補助金

IT導入補助
金

働き方改革
推進支援助
成金（新型コ
ロナウイルス
感染症対策
のためのテ
レワークコー
ス）

各種GoTo
キャンペーン
（GoToトラベ
ル、GoTo
イート、GoTo
イベント、
GoTo商店
街）の活用

政府系金融
機関による
実質無利子・
無担保融資

実質無利子・
無担保融資
以外の政府
系金融機関
による融資

民間金融機
関による実
質無利子・無
担保融資

実質無利子・
無担保融資
以外の信用
保証付融資

いずれも利
用していない

その他

5,968 37.2 17.8 26.5 40.8 5.0 3.5 7.1 3.5 17.0 28.0 7.9 26.7 8.7 20.2 1.4

製造業 1,783 39.3 16.4 22.8 48.8 3.6 6.1 6.6 2.9 8.4 31.1 7.9 30.0 9.0 15.7 1.1

卸売・小売業 1,940 28.5 13.1 24.1 28.4 3.6 1.8 6.5 3.2 12.3 25.2 6.4 26.3 7.7 23.5 1.3

宿泊・飲食・生活関連サービス業 683 75.8 40.6 63.3 78.9 17.9 6.0 8.2 2.9 62.8 48.3 15.7 35.0 15.7 4.7 1.3

その他 1,560 28.8 15.3 17.8 30.6 2.9 1.5 7.8 4.6 12.8 19.2 6.5 19.8 6.6 27.9 2.1

業
種

合 計

調査数
新たな借入
を行った

新たな借入
は行っていな
い

6,004 56.1 43.9

建築業 299 40.8 59.2

製造業 1,788 62.0 38.0

卸売業 904 48.5 51.5

小売業 1,054 57.1 42.9

宿泊業 277 75.5 24.5

飲食サービス業 246 78.5 21.5

生活関連サービス業 160 69.4 30.6

その他 1,274 45.6 54.4

業
種

合 計

調査数
新たな借入
を行った

新たな借入
は行っていな
い

6,004 56.1 43.9

債務超過 424 69.3 30.7

0 ％以上20％未満 1,159 76.5 23.5

20％以上40％未満 1,525 63.2 36.8

40％以上60％未満 1,336 50.7 49.3

60％以上80％未満 937 36.5 63.5

80％以上 484 20.5 79.5

  合  計

自
己
資
本
比
率
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調達した資金の使い道 

 

 

安定的な事業継続のために必要だと考える現預金水準 

《感染拡大前》 

 

《現在》 

 

 

クラウドファンディングに関する意向 

 

 

クラウドファンディングに関する意向（業種別） 

 

  

調査数
赤字補てん
や当面の資
金繰り

手元現預金
の積み増し

デジタル化 感染症対策

新製品・サー
ビスの開発
や新規事業
の立ち上げ

その他の設
備投資

その他

3,293 54.8 78.5 8.7 14.2 11.4 18.6 7.5

建築業 120 46.7 84.2 8.3 16.7 8.3 25.0 6.7

製造業 1,090 52.8 82.3 7.3 10.7 11.9 18.7 7.9

卸売業 425 40.9 83.8 11.8 12.0 6.6 12.5 7.1

小売業 587 54.0 77.7 8.9 13.8 12.1 21.3 8.7

宿泊業 206 80.1 60.2 4.9 23.8 6.3 13.6 8.7

飲食サービス業 188 73.9 75.0 6.9 26.6 22.9 18.6 3.7

生活関連サービス業 107 70.1 73.8 11.2 22.4 12.1 20.6 4.7

その他 569 53.4 75.7 10.5 13.5 11.8 20.6 7.6

業
種

  合  計

  調査数 １か月未満
１～２か月未
満

２～３か月未
満

３～４か月未
満

４～５か月未
満

５～６か月未
満

６か月以上 分からない

5,673 5.1 24.0 28.5 14.9 4.2 6.1 11.0 6.2

  調査数 １か月未満
１～２か月未
満

２～３か月未
満

３～４か月未
満

４～５か月未
満

５～６か月未
満

６か月以上 分からない

5,673 3.0 13.9 22.0 16.5 7.2 10.2 19.0 8.1

調査数
活用したこと
があり、また
活用したい

活用したこと
があるが、今
後活用する
予定はない

知っており、
活用を検討し
ている

知っている
が、活用は
検討していな
い

知らない

6,029 1.1 1.6 2.3 82.2 12.8

調査数
活用したこと
があり、また
活用したい

活用したこと
があるが、今
後活用する
予定はない

知っており、
活用を検討し
ている

知っている
が、活用は
検討していな
い

知らない

6,029 1.1 1.6 2.3 82.2 12.8

建築業 301 0.3 1.3 2.0 83.4 13.0

製造業 1,801 1.1 1.5 2.3 81.5 13.7

卸売業 906 0.6 1.0 2.1 83.4 12.9

小売業 1,059 0.7 1.8 1.8 80.6 15.1

宿泊業 276 3.3 4.0 2.9 80.4 9.4

飲食サービス業 244 4.9 4.5 6.6 76.6 7.4

生活関連サービス業 161 0.6 1.2 1.9 85.7 10.6

その他 1,279 0.9 1.0 2.0 84.4 11.7

業
種

合 計
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クラウドファンディングを活用したい理由 

 

 

クラウドファンディングの活用使途 

 

 

トランザクションレンディングに関する意向 

 

 

トランザクションレンディングを活用したい理由 

 

 

企業年齢別に見た、経営危機の経験 

 

  

調査数
金融機関よ
り審査負担
が少ない

金融機関よ
り提出書類
が少ない

業歴や担保
に依存しない

アイデア勝負
で資金調達
できる

返済義務を
負わない

その他

190 13.7 11.6 16.8 66.3 23.2 10.0

調査数 試作品開発
新規顧客獲
得・販路開拓

既存顧客の
応援消費の
喚起

慈善事業・地
域貢献

その他

189 33.9 61.9 19.0 14.3 7.4

調査数
活用したこと
があり、また
活用したい

活用したこと
があるが、今
後活用する
予定はない

知っており、
活用を検討し
ている

知っている
が、活用は
検討していな
い

知らない

5,814 0.6 0.7 0.9 47.9 49.8

調査数
金融機関よ
り審査負担
が少ない

金融機関よ
り提出書類
が少ない

金融機関よ
り審査期間
が短い

審査が担当
者に左右さ
れない

業歴や担保
に依存しない

対面の面談
が不要

その他

81 32.1 27.2 24.7 17.3 25.9 30.9 3.7

調査数 ある ない

6,068 47.9 52.1

0 年以上20年未満 613 38.2 61.8

20年以上40年未満 1,267 45.1 54.9

40年以上60年未満 1,769 49.5 50.5

60年以上80年未満 1,312 51.8 48.2

80年以上 805 53.5 46.5

企
業
年
齢

  合  計
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最も影響の大きかった経済や事業環境の変化（業種別） 

 

 

最も影響の大きかった経済や事業環境の変化（地域別） 

 

 

経営危機を乗り越える上で最も重要だった取組-(1)危機前の取組 

 

 

経営危機を乗り越える上で最も重要だった取組-(2)危機下の取組 

 

 

同業他社と比較した感染症拡大による業績への影響 

 

  

調査数
リーマン・
ショック

バブル崩壊
その他の経
済危機

東日本大震
災

その他の自
然災害、地
域特有の危
機

大口取引先
の受注打切
り

主要取引先
の倒産

代表者・経営
陣の交代

その他自社
特有の事情

2,636 34.3 11.0 3.8 11.0 3.7 6.1 5.5 5.7 19.0

建築業 116 19.8 21.6 10.3 7.8 2.6 4.3 6.9 6.0 20.7

製造業 994 49.1 8.8 2.4 7.0 2.6 7.3 5.3 3.8 13.6

卸売業 367 33.8 12.0 3.3 9.3 3.5 4.6 12.5 5.2 15.8

小売業 363 16.0 12.4 4.1 11.0 3.3 3.9 4.4 11.0 33.9

宿泊業 123 17.9 11.4 2.4 35.0 10.6 1.6 - 5.7 15.4

飲食サービス業 84 21.4 7.1 2.4 15.5 13.1 2.4 2.4 9.5 26.2

生活関連サービス業 57 21.1 5.3 3.5 26.3 7.0 1.8 3.5 3.5 28.1

その他 531 29.9 12.2 5.5 12.4 3.0 8.9 3.2 5.5 19.4

業
種

合 計

調査数
リーマン・
ショック

バブル崩壊
その他の経
済危機

東日本大震
災

その他の自
然災害、地
域特有の危
機

大口取引先
の受注打切
り

主要取引先
の倒産

代表者・経営
陣の交代

その他自社
特有の事情

2,635 34.3 11.0 3.8 11.0 3.7 6.1 5.5 5.7 19.0

北海道・東北 414 17.9 9.7 3.1 30.7 3.4 4.3 8.0 6.3 16.7

関東 687 38.7 10.3 3.3 13.1 1.9 6.3 3.6 4.9 17.8

中部 625 43.0 10.1 4.0 6.1 2.7 5.4 5.8 5.9 17.0

近畿 434 37.8 12.9 3.0 3.5 5.5 7.6 7.4 5.5 16.8

中国・四国 278 27.0 14.0 5.4 4.0 6.1 5.8 3.6 7.2 27.0

九州・沖縄 197 28.4 10.2 5.1 4.6 6.6 8.6 4.1 4.6 27.9

地
域

合 計

調査数

新事業分野
への進出、
事業の多角
化

不採算事業
からの撤退、
中核事業へ
の集中

資金繰りの
改善

手元現預金
の積み増し

金融機関へ
の相談、信
頼関係の構
築

取引金融機
関の見直し

販売先の見
直し

仕入先の見
直し

人材の確
保、従業員
の待遇改善

雇用や人件
費の削減

固定費削減
（人件費以
外）

支援機関（金
融機関以外）
への相談

その他

2,427 24.2 9.5 18.5 4.0 9.5 0.9 6.3 1.7 11.1 4.9 6.6 1.6 1.1

調査数

新事業分野
への進出、
事業の多角
化

不採算事業
からの撤退、
中核事業へ
の集中

資金繰りの
改善

手元現預金
の積み増し

金融機関へ
の相談、信
頼関係の構
築

取引金融機
関の見直し

販売先の見
直し

仕入先の見
直し

人材の確
保、従業員
の待遇改善

雇用や人件
費の削減

固定費削減
（人件費以
外）

支援機関（金
融機関以外）
への相談

その他

2,427 10.4 11.7 17.4 5.5 12.5 2.1 6.4 2.3 4.7 11.7 10.2 3.5 1.6

調査数
非常に大き
い

やや大きい 同程度 やや小さい
非常に小さ
い

4,228 5.1 10.6 60.3 20.0 4.0

建築業 151 2.6 11.3 49.0 24.5 12.6

製造業 1,314 3.9 12.4 60.8 19.6 3.3

卸売業 624 1.3 9.6 67.6 17.5 4.0

小売業 685 2.8 12.7 62.9 18.8 2.8

宿泊業 262 15.3 11.5 54.6 16.4 2.3

飲食サービス業 201 21.4 6.0 45.8 22.9 4.0

生活関連サービス業 142 5.6 6.3 65.5 21.1 1.4

その他 848 5.0 8.3 58.3 22.8 5.8

業
種

合 計
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経営計画の策定状況別に見た、同業他社と比べた感染症の影響-(1)経営計画の策定有無 

 

 

経営計画の策定状況別に見た、同業他社と比べた感染症の影響-(2)経営計画の期間 

 

 

経営計画の実績の評価・見直し状況別に見た、同業他社と比べた感染症の影響 

 

 

感染症拡大前に経営計画を見直して役に立った経験 

 

  

調査数
非常に大き
い

やや大きい 同程度 やや小さい
非常に小さ
い

4,228 5.1 10.6 60.3 20.0 4.0

策定している 2,934 5.1 10.4 60.5 20.0 4.0

策定していない 1,278 5.0 10.9 59.9 20.0 4.2

経
営
計
画
の

策
定
状
況

合 計

調査数
非常に大き
い

やや大きい 同程度 やや小さい
非常に小さ
い

4,228 5.1 10.6 60.3 20.0 4.0

1 ～2 年 1,482 5.9 11.5 60.5 18.4 3.7

3 年超 1,438 4.4 9.5 60.2 21.6 4.3

経
営
計
画
の

期
間

合 計

調査数
非常に大き
い

やや大きい 同程度 やや小さい
非常に小さ
い

4,228 5.1 10.6 60.3 20.0 4.0

十分・概ね十分 1,756 4.7 8.5 59.3 22.7 4.8

どちらとも言えない 784 4.8 11.0 64.8 16.2 3.2

やや不十分・不十分 372 7.8 17.5 57.8 15.1 1.9

経
営
計
画
の

実
績
の
評
価
・

見
直
し
状
況

合 計

調査数
事業のリスク
を回避できた

円滑に資金
調達ができ
た

経営危機を
乗り越えるこ
とができた

周囲の支援
が得られた

従業員の雇
用を守ること
ができた

従業員の士
気が上がっ
た

自社の課題
が整理され
た

新事業の立
ち上げにつな
がった

適切なタイミ
ングで設備
投資を実施
できた

その他 特にない
見直したこと
はない

4,149 16.9 34.7 7.4 10.5 31.0 13.0 35.1 7.8 15.7 0.4 15.5 4.6
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感染症拡大前に経営計画を見直して役に立った経験（従業員規模別） 

 

 

売上高回復の見通し（従業員規模別） 

 

 

売上高回復の見通し（業種別） 

 

 

売上高回復の見通し（顧客属性別） 

 

  

調査数
事業のリスク
を回避できた

円滑に資金
調達ができ
た

経営危機を
乗り越えるこ
とができた

周囲の支援
が得られた

従業員の雇
用を守ること
ができた

従業員の士
気が上がっ
た

自社の課題
が整理され
た

新事業の立
ち上げにつな
がった

適切なタイミ
ングで設備
投資を実施
できた

その他 特にない
見直したこと
はない

4,149 16.9 34.7 7.4 10.5 31.0 13.0 35.1 7.8 15.7 0.4 15.5 4.6

20名以下 1 010 15 5 42 3 10 4 11 4 35 1 13.4 28 2 7.7 13 9 0 3 14 2 2 9

21～50名 1,196 16.2 37.0 6.7 11.0 32.4 13.4 32.6 7.9 15.1 0.3 16.1 4.6

51～100 名 995 17.4 31.0 7.2 9.5 30.2 13.1 36.8 8.1 17.2 0.4 16.5 5.2

101 名以上 947 18 9 27 8 5 5 9 8 25 7 12 1 43 9 7 4 17 0 0 5 15 2 5 8

従
業
員
数

合 計

調査数
既に戻ってい
る

2020年末ま
で

2021年頃 2022年頃 2023年以降
戻ることはな
い

5,749 19.6 3.5 36.1 22.0 10.3 8.4

20名以下 1,817 19.5 3.2 37.1 21.1 9.8 9.4

21～50名 1,616 17.3 4.0 36.4 23.5 9.9 9.0

51～100 名 1,240 20.8 3.8 34.5 22.7 11.0 7.2

101 名以上 1,075 22.0 3.1 35.9 20.7 11.1 7.3

従
業
員
数

  合  計

調査数
既に戻ってい
る

2020年末ま
で

2021年頃 2022年頃 2023年以降
戻ることはな
い

5,749 19.6 3.5 36.1 22.0 10.3 8.4

建築業 282 31.9 3.2 24.8 16.3 16.0 7.8

製造業 1,722 17.4 3.7 39.8 22.9 9.7 6.5

卸売業 880 19.7 3.6 35.7 25.2 10.3 5.5

小売業 1,006 21.6 4.2 36.1 19.2 7.3 11.7

宿泊業 267 6.7 1.5 25.1 33.7 23.2 9.7

飲食サービス業 230 11.3 2.6 38.3 19.6 11.7 16.5

生活関連サービス業 155 7.7 1.9 33.5 26.5 12.3 18.1

その他 1,206 24.1 3.6 36.3 19.3 9.1 7.5

業
種

  合  計

調査数
既に戻ってい
る

2020年末ま
で

2021年頃 2022年頃 2023年以降
戻ることはな
い

5,749 19.6 3.5 36.1 22.0 10.3 8.4

事業者向け（BtoB） 3,947 20.6 3.4 37.2 22.2 10.2 6.4

消費者向け（BtoC） 1,754 17.7 3.6 33.5 21.5 10.9 12.8

顧
客

属
性

  合  計
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同業他社と比較した業績回復の状況（業種別） 

 

 

売上高回復企業の割合（経営計画に対する定期的な評価・見直し状況別） 

 

 

感染症拡大を契機とした経営計画の見直し状況（同業他社と比較した感染症の影響別） 

 

  

調査数 十分に回復
ある程度回
復

どちらとも言
えない

あまり回復し
ていない

全く回復して
いない

4,088 2.7 35.2 31.0 24.0 7.2

建築業 148 4.7 30.4 45.9 15.5 3.4

製造業 1,278 2.7 34.0 30.1 25.0 8.1

卸売業 597 1.3 32.2 38.2 23.6 4.7

小売業 660 2.4 40.8 28.0 23.5 5.3

宿泊業 254 5.1 33.5 27.2 20.9 13.4

飲食サービス業 194 1.0 42.8 21.1 25.8 9.3

生活関連サービス業 140 1.4 31.4 25.7 25.0 16.4

その他 816 3.2 34.8 31.1 25.2 5.6

業
種

合 計

調査数
売上回復企
業

その他

4,505 45.6 54.4

十分・概ね十分 1,880 51.2 48.8

どちらとも言えない 843 42.6 57.4

やや不十分・不十分 375 41.6 58.4

経
営
計
画
の

実
績
の
評
価
・

見
直
し
状
況

合 計

調査数
見直した上
で計画を実
行している

見直してお
り、これから
計画を実行
する

今後見直す
予定

見直す予定
はない

2,935 38.1 27.6 23.0 11.2

非常に大きい 147 42.2 34.0 18.4 5.4

やや大きい 301 36.5 33.9 23.6 6.0

同程度 1,758 37.5 28.1 23.3 11.0

やや小さい 583 40.3 23.3 23.2 13.2

非常に小さい 115 34.8 19.1 20.9 25.2

マ
イ
ナ
ス
の
影
響

は

、
同
業
他
社
と

比
較
し
て
ど
う
か

合 計
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売上高回復企業の割合（感染症拡大後の経営計画に対する見直し状況別）-(1)全体 

 
 

売上高回復企業の割合（感染症拡大後の経営計画に対する見直し状況別）-(2)同業他社と比較した

感染症の影響別 

 
 

売上高回復企業の割合（感染症拡大による事業環境変化の捉え方別-(1)事業の脅威である 

 

  

調査数
売上回復企
業

その他

2,382 41.4 58.6

見直した上で計画を実行している 912 46.8 53.2

見直しており、これから計画を実行する 652 36.7 63.3

今後見直す予定 545 34.7 65.3

見直す予定はない 252 47.2 52.8

感
染
症
拡
大
を
契
機

と
し
た

、
経
営
計
画

の
実
績
の
評
価
・
見

直
し
の
状
況

合 計

調査数
売上回復企
業

その他

3,415 39.5 60.5

やや小さいと非常に小さい・見直した上で計画を実行している 213 62.4 37.6

やや小さいと非常に小さい・見直しており、これから計画を実行する 130 53.8 46.2

やや小さいと非常に小さい・今後見直す予定 124 48.4 51.6

同程度・見直した上で計画を実行している 552 43.1 56.9

同程度・見直しており、これから計画を実行する 401 35.2 64.8

同程度・今後見直す予定 339 33.6 66.4

やや大きいと非常に大きい・見直した上で計画を実行している 147 38.1 61.9

やや大きいと非常に大きい・見直しており、これから計画を実行する 121 23.1 76.9

やや大きいと非常に大きい・今後見直す予定 82 18.3 81.7

同
業
他
社
と
比
較
し
た
感

染
症
の
影
響
・
経
営
計
画

に
対
す
る
見
直
し
状
況

合 計

調査数
売上回復企
業

その他

4,505 45.6 54.4

十分当てはまる 1,105 36.0 64.0

ある程度当てはまる 1,740 42.6 57.4

どちらとも言えない 965 52.0 48.0

あまり当てはまらない 422 59.0 41.0

全く当てはまらない 104 70.2 29.8

事
業
環
境
の
変

化
の
捉
え
方
/

脅
威

（
ピ
ン

チ

）
で
あ
る

合 計
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売上高回復企業の割合（感染症拡大による事業環境変化の捉え方別-(2)事業の機会である 

 

 

売上高回復企業の割合（事業環境変化への対応状況別）-(1)全体 

 

 

売上高回復企業の割合（事業環境変化への対応状況別）-(2)感染症拡大を事業の脅威と感じるか別 

 

 

  

調査数
売上回復企
業

その他

4,505 45.6 54.4

十分当てはまる 394 53.3 46.7

ある程度当てはまる 1,172 50.6 49.4

どちらとも言えない 1,260 46.9 53.1

あまり当てはまらない 877 42.3 57.7

全く当てはまらない 535 35.0 65.0

事
業
環
境
の
変

化
の
捉
え
方
/

機
会

（
チ

ャ
ン

ス

）
で
あ
る

合 計

調査数
売上回復企
業

その他

4,505 45.6 54.4

十分できている 122 63.1 36.9

ある程度できている 2,015 51.5 48.5

どちらとも言えない 1,487 42.2 57.8

あまりできていない 737 36.9 63.1

全くできていない 114 24.6 75.4

事
業
環
境
の
変
化
へ
の

柔
軟
な
対
応
に
つ
い
て

合 計

調査数
売上回復企
業

その他

4,505 45.6 54.4

感染症拡大は事業の脅威である・
十分できている・ある程度できている

1,246 46.5 53.5

感染症拡大は事業の脅威である・
どちらとも言えない

887 36.4 63.6

感染症拡大は事業の脅威である・
あまりできていない・全くできていない

702 32.9 67.1

感染症の拡大は事業の脅威ではない・
どちらとも言えいない・十分できている・ある程度できている

784 59.9 40.1

感染症の拡大は事業の脅威ではない・
どちらとも言えいない・どちらとも言えない

554 51.3 48.7

感染症の拡大は事業の脅威ではない・
どちらとも言えいない・あまりできていない・全くできていない

146 45.9 54.1

感
染
症
拡
大
を
事
業
の
脅
威

と
感
じ
る
か
・
事
業
環
境

変
化
へ
の
対
応
状
況

合 計
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事業環境変化への対応状況別に見た、売上高回復企業の割合 

 

 

感染症拡大後の新製品・サービスの開発・提供状況別に見た、事業環境変化への対応状況 

 

 

  

調査数
売上回復企
業

その他

4,505 45.6 54.4

建築業・十分できている・ある程度できている 86 36.0 64.0

建築業・どちらとも言えない 64 40.6 59.4

建築業・あまりできていない・全くできていない 22 36.4 63.6

製造業・十分できている・ある程度できている 567 53.6 46.4

製造業・どちらとも言えない 490 42.2 57.8

製造業・あまりできていない・全くできていない 308 33.4 66.6

卸売業・見直した上で計画を実行している 336 48.5 51.5

卸売業・見直しており、これから計画を実行する 228 43.4 56.6

卸売業・今後見直す予定 116 39.7 60.3

小売業・十分できている・ある程度できている 358 54.2 45.8

小売業・どちらとも言えない 253 39.9 60.1

小売業・あまりできていない・全くできていない 145 37.9 62.1

宿泊業・十分できている・ある程度できている 133 59.4 40.6

宿泊業・どちらとも言えない 62 40.3 59.7

宿泊業・あまりできていない・全くできていない 50 28.0 72.0

飲食サービス業・十分できている・ある程度できている 111 50.5 49.5

飲食サービス業・どちらとも言えない 52 42.3 57.7

飲食サービス業・あまりできていない・全くできていない 45 40.0 60.0

生活関連サービス業・十分できている・ある程度できている 60 50.0 50.0

生活関連サービス業・どちらとも言えない 40 37.5 62.5

生活関連サービス業・あまりできていない・全くできていない 29 24.1 75.9

その他・十分できている・ある程度できている 486 52.9 47.1

その他・どちらとも言えない 298 44.6 55.4

その他・あまりできていない・全くできていない 136 36.0 64.0

業
種
・
事
業
環
境
変
化
へ
の
対
応
状
況

合 計

調査数
十分できて
いる

ある程度でき
ている

どちらとも言
えない

あまりできて
いない

全くできてい
ない

6,032 3.0 45.1 34.5 15.0 2.3

実施していない 2,098 1.9 33.7 39.8 20.4 4.1

ある程度実施 2,605 2.0 47.7 35.4 13.4 1.5

積極的に実施 1,106 7.3 60.2 22.5 9.0 0.9

新
製
品
・
サ
ー

ビ
ス

の
開
発
・
提
供
/

感
染
症
拡
大
後

合 計
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感染症拡大前後の新製品・サービスの開発・提供状況別に見た、事業環境変化への対応状況 

 
 

感染症拡大後の新製品・サービスの開発・提供状況別に見た、事業環境変化への対応状況（業種

別） 

 

 

  

調査数
十分できて
いる・ある程
度できている

どちらとも言
えない・でき
ていない

6,032 48.1 51.9

（前）積極的に実施・（後）積極的に実施 644 68.0 32.0

（前）積極的に実施・（後）ある程度実施 268 57.8 42.2

（前）積極的に実施・（後）実施していない 73 38.4 61.6

（前）ある程度実施・（後）積極的に実施 429 66.4 33.6

（前）ある程度実施・（後）ある程度実施 2,145 49.3 50.7

（前）ある程度実施・（後）実施していない 384 31.3 68.8

（前）実施していない・（後）積極的に実施 31 71.0 29.0

（前）実施していない・（後）ある程度実施 191 43.5 56.5

（前）実施していない・（後）実施していない 1,635 36.5 63.5

感
染
症
拡
大
前
後
の
新
製
品
・

サ
ー

ビ
ス
の
開
発
・
提
供
状
況

合 計

調査数
十分できて
いる・ある程
度できている

どちらとも言
えない・でき
ていない

6,032 48.1 51.9

建築業・積極的に実施 35 80.0 20.0

建築業・ある程度実施 104 49.0 51.0

建築業・実施していない 147 39.5 60.5

製造業・積極的に実施 355 60.8 39.2

製造業・ある程度実施 807 45.2 54.8

製造業・実施していない 587 26.6 73.4

卸売業・積極的に実施 185 68.1 31.9

卸売業・ある程度実施 430 49.3 50.7

卸売業・実施していない 274 36.9 63.1

小売業・積極的に実施 177 68.9 31.1

小売業・ある程度実施 440 51.6 48.4

小売業・実施していない 397 36.8 63.2

宿泊業・積極的に実施 67 65.7 34.3

宿泊業・ある程度実施 126 52.4 47.6

宿泊業・実施していない 75 45.3 54.7

飲食サービス業・積極的に実施 80 68.8 31.3

飲食サービス業・ある程度実施 105 48.6 51.4

飲食サービス業・実施していない 51 35.3 64.7

生活関連サービス業・積極的に実施 29 75.9 24.1

生活関連サービス業・ある程度実施 68 51.5 48.5

生活関連サービス業・実施していない 56 32.1 67.9

その他・積極的に実施 178 75.3 24.7

その他・ある程度実施 525 55.0 45.0

その他・実施していない 509 42.4 57.6

業
種
・
感
染
症
拡
大
後
の
新
製
品
・
サ
ー

ビ
ス
の
開
発
・
提
供
状
況

合 計
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感染症拡大後の新事業分野への進出状況別に見た、事業環境変化への対応状況 

 

 

感染症拡大前後の新事業分野への進出状況別に見た、事業環境変化への対応状況 

 

 

  

調査数
十分できて
いる

ある程度でき
ている

どちらとも言
えない

あまりできて
いない

全くできてい
ない

6,032 3.0 45.1 34.5 15.0 2.3

実施していない 3,686 2.3 40.2 36.4 18.0 3.1

ある程度実施 1,517 3.0 50.2 34.7 11.3 0.9

積極的に実施 589 7.0 62.0 23.1 7.0 1.0

新
事
業
分
野
へ
の
進

出
/
感
染
症
拡
大
後

合 計

調査数
十分できて
いる・ある程
度できている

どちらとも言
えない・でき
ていない

6,032 48.1 51.9

（前）積極的に実施・（後）積極的に実施 273 70.3 29.7

（前）積極的に実施・（後）ある程度実施 92 54.3 45.7

（前）積極的に実施・（後）実施していない 71 52.1 47.9

（前）ある程度実施・（後）積極的に実施 230 67.0 33.0

（前）ある程度実施・（後）ある程度実施 1,198 54.3 45.7

（前）ある程度実施・（後）実施していない 331 44.1 55.9

（前）実施していない・（後）積極的に実施 85 69.4 30.6

（前）実施していない・（後）ある程度実施 225 47.1 52.9

（前）実施していない・（後）実施していない 3,279 42.1 57.9

感
染
症
拡
大
前
後
で
の
新

事
業
分
野
へ
の
進
出
状
況

合 計
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感染症拡大後の新事業分野への進出状況別に見た、事業環境変化への対応状況（業種別） 

 

 

感染症拡大後の従業員の能力開発・ノウハウ取得のための研修の実施状況別に見た、事業環境変化

への対応状況 

 

 

  

調査数
十分できて
いる・ある程
度できている

どちらとも言
えない・でき
ていない

6,032 48.1 51.9

建築業・積極的に実施 25 76.0 24.0

建築業・ある程度実施 66 54.5 45.5

建築業・実施していない 196 42.3 57.7

製造業・積極的に実施 177 63.3 36.7

製造業・ある程度実施 491 49.9 50.1

製造業・実施していない 1,070 35.0 65.0

卸売業・積極的に実施 102 65.7 34.3

卸売業・ある程度実施 238 58.4 41.6

卸売業・実施していない 550 42.4 57.6

小売業・積極的に実施 89 70.8 29.2

小売業・ある程度実施 231 52.4 47.6

小売業・実施していない 688 44.3 55.7

宿泊業・積極的に実施 17 70.6 29.4

宿泊業・ある程度実施 41 58.5 41.5

宿泊業・実施していない 208 51.0 49.0

飲食サービス業・積極的に実施 33 78.8 21.2

飲食サービス業・ある程度実施 65 44.6 55.4

飲食サービス業・実施していない 138 50.0 50.0

生活関連サービス業・積極的に実施 19 63.2 36.8

生活関連サービス業・ある程度実施 29 58.6 41.4

生活関連サービス業・実施していない 105 44.8 55.2

その他・積極的に実施 127 74.8 25.2

その他・ある程度実施 356 55.1 44.9

その他・実施していない 729 48.0 52.0

業
種
・
感
染
症
拡
大
後
の
新
事
業
分
野
へ
の
進
出
状
況

合 計

調査数
十分できて
いる

ある程度でき
ている

どちらとも言
えない

あまりできて
いない

全くできてい
ない

6,032 3.0 45.1 34.5 15.0 2.3

実施していない 2,043 2.1 33.3 39.5 20.3 4.7

ある程度実施 2,964 2.5 49.3 34.0 13.2 1.1

積極的に実施 822 7.1 59.0 24.1 8.9 1.0

従
業
員
の
能
力
開

発
・
ノ
ウ
ハ
ウ
取

得
の
た
め
の
研
修

/
感
染
症
拡
大
後

合 計
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感染症拡大前後の従業員の能力開発・ノウハウ取得のための研修の実施状況別に見た、事業環境変

化への対応状況 

 

 

感染症拡大後の従業員の能力開発・ノウハウ取得のための研修の実施状況別に見た、事業環境変化

への対応状況（業種別） 

 

  

調査数
十分できて
いる・ある程
度できている

どちらとも言
えない・でき
ていない

6,032 48.1 51.9

（前）積極的に実施・（後）積極的に実施 539 65.5 34.5

（前）積極的に実施・（後）ある程度実施 232 52.6 47.4

（前）積極的に実施・（後）実施していない 95 57.9 42.1

（前）ある程度実施・（後）積極的に実施 262 67.9 32.1

（前）ある程度実施・（後）ある程度実施 2,535 51.5 48.5

（前）ある程度実施・（後）実施していない 518 35.7 64.3

（前）実施していない・（後）積極的に実施 21 57.1 42.9

（前）実施していない・（後）ある程度実施 190 53.7 46.3

（前）実施していない・（後）実施していない 1,427 33.8 66.2

感
染
症
拡
大
前
後
の
従
業
員
の

能
力
開
発
・
ノ
ウ
ハ
ウ
取
得
の

た
め
の
研
修
の
実
施
状
況

合 計

調査数
十分できて
いる・ある程
度できている

どちらとも言
えない・でき
ていない

6,032 48.1 51.9

建築業・積極的に実施 63 60.3 39.7

建築業・ある程度実施 174 46.0 54.0

建築業・実施していない 52 38.5 61.5

製造業・積極的に実施 240 61.7 38.3

製造業・ある程度実施 931 45.4 54.6

製造業・実施していない 580 28.3 71.7

卸売業・積極的に実施 115 66.1 33.9

卸売業・ある程度実施 437 55.4 44.6

卸売業・実施していない 337 36.2 63.8

小売業・積極的に実施 137 67.9 32.1

小売業・ある程度実施 481 55.5 44.5

小売業・実施していない 399 34.6 65.4

宿泊業・積極的に実施 27 70.4 29.6

宿泊業・ある程度実施 123 56.1 43.9

宿泊業・実施していない 118 46.6 53.4

飲食サービス業・積極的に実施 23 78.3 21.7

飲食サービス業・ある程度実施 110 59.1 40.9

飲食サービス業・実施していない 103 39.8 60.2

生活関連サービス業・積極的に実施 21 76.2 23.8

生活関連サービス業・ある程度実施 69 47.8 52.2

生活関連サービス業・実施していない 65 43.1 56.9

その他・積極的に実施 196 68.9 31.1

その他・ある程度実施 638 55.6 44.4

その他・実施していない 388 40.2 59.8

業
種
・
感
染
症
拡
大
後
の
従
業
員
の
能
力
開
発
・
ノ
ウ
ハ
ウ
取
得
の

た
め
の
研
修
の
実
施
状
況

合 計
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売上高回復企業の割合（トライアンドエラーへの許容度別） 

 

 

財務分析に対する支援ニーズ（財務の安全性別） 

 

 

経営計画策定における外部からの支援（財務の安全性別） 

 

 

経営計画の共有先（財務の安全性別） 

 

  

調査数
売上回復企
業

その他

4,505 45.6 54.4

十分当てはまる 637 51.2 48.8

ある程度当てはまる 2,112 46.3 53.7

どちらとも言えない 1,162 43.7 56.3

あまり当てはまらない 487 42.9 57.1

全く当てはまらない 60 30.0 70.0

試
行
錯
誤

（
ト
ラ
イ
ア

ン
ド
エ
ラ
ー

）
を
許
容

す
る
組
織
風
土
の
有
無

合 計

調査数

必要性を感じ
ているが、方
法が分から
ず金融機関
等の助言を
得たい

必要性を感じ
ており、イン
ターネット等
で方法を調
べて実施予
定

1,776 32.5 67.5

債務超過 180 50.0 50.0

0 ％以上20％未満 400 34.0 66.0

20％以上40％未満 437 33.6 66.4

40％以上 719 26.8 73.2

自
己
資
本

比
率

合 計

調査数 受けている
受けていな
い

4,141 29.7 70.3

債務超過 303 54.1 45.9

0 ％以上20％未満 826 35.8 64.2

20％以上40％未満 1,102 28.5 71.5

40％以上 1,796 22.6 77.4

自
己
資
本

比
率

合 計

調査数 従業員 株主
金融機関（メ
インバンク）

金融機関（メ
インバンク以
外）

税理士・コン
サルタント等

その他の支
援機関（商工
会・商工会議
所等）

販売先・仕入
先

その他
共有していな
い

4,173 64.4 38.8 39.0 19.7 41.1 2.4 4.5 2.7 3.3

債務超過 307 45.3 30.0 59.3 31.6 59.3 8.8 5.9 0.7 3.3

0 ％以上20％未満 838 58.7 35.3 59.8 33.7 47.6 3.5 5.4 2.0 2.0

20％以上40％未満 1,104 67.8 38.3 41.7 20.9 42.2 1.6 5.5 3.1 3.5

40％以上 1,809 68.8 43.0 23.3 9.4 33.7 1.3 3.3 3.1 3.9

自
己
資
本

比
率

合 計
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メインバンクに対する評価-(1)融資に関する提案の評価 

 

 

メインバンクに対する評価-(2)融資以外に関する提案の評価 

 

 

メインバンクからの提案・支援-(1)感染症拡大前に受けた提案・支援 

 

 

メインバンクからの提案・支援-(2)今後受けたい提案・支援 

 

 

最も売上高が減少した月 

 

 

該当月の売上高水準 

  

調査数 満足 やや満足
どちらとも言
えない

やや不満 不満

4,875 40.1 34.0 20.9 3.3 1.7

調査数 満足 やや満足
どちらとも言
えない

やや不満 不満

4,875 25.1 31.9 35.1 5.4 2.5

調査数
ファンド等に
よる出資の
提案

事業性評価
融資の提案

無形資産担
保融資の提
案

メインバンク
単独によるリ
ファイナンス
の提案

他の取引金
融機関と協
調したリファ
イナンスの提
案

融資以外の
金融サービ
スの提案

人材面の支
援

ビジネスマッ
チング

技術開発支
援

経営計画策
定の支援

業務効率化
の支援

デジタル化
支援

M&A マッチ
ング

その他
特に当ては
まるものはな
い

3 907 6 6 10 4 5 0 8 4 5 2 20 7 7 3 25 0 1 3 6 3 4 8 2 0 10 7 1 2 42 2

調査数
ファンド等に
よる出資の
提案

事業性評価
融資の提案

無形資産担
保融資の提
案

メインバンク
単独によるリ
ファイナンス
の提案

他の取引金
融機関と協
調したリファ
イナンスの提
案

融資以外の
金融サービ
スの提案

人材面の支
援

ビジネスマッ
チング

技術開発支
援

経営計画策
定の支援

業務効率化
の支援

デジタル化
支援

M&A マッチ
ング

その他
特に当ては
まるものはな
い

3 231 4 7 8 5 6 5 7 4 6 1 8 9 11 9 18 2 5 4 8 2 10 4 8 1 13 9 2 3 48 8

調査数 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10月

5,358 2.4 2.9 4.4 17.5 31.3 8.2 8.4 10.6 9.0 5.3

建築業 235 6.0 1.7 4.7 17.9 20.4 9.8 6.8 10.2 9.8 12.8

製造業 1,649 2.6 3.5 3.7 10.0 28.1 10.2 10.8 14.6 10.3 6.3

卸売業 811 2.8 3.1 3.6 16.2 26.4 8.6 10.7 11.0 12.5 5.2

小売業 922 2.9 3.8 5.6 20.2 34.1 6.5 6.0 6.9 9.8 4.2

宿泊業 261 0.4 - 3.1 21.8 63.6 5.7 0.8 2.7 0.4 1.5

飲食サービス業 225 0.4 0.4 4.4 52.4 33.3 2.2 1.3 2.7 0.9 1.8

生活関連サービス業 148 1.4 1.4 6.8 33.8 35.8 5.4 3.4 8.1 2.7 1.4

その他 1,106 1.7 2.9 5.0 16.8 31.1 8.1 9.5 11.2 8.3 5.3

業
種

合 計

調査数
80以上100
未満

60以上80未
満

40以上60未
満

20以上40未
満

0 以上20未
満

4,552 22.3 29.0 25.2 12.6 10.9

建築業 176 21.6 22.7 26.7 16.5 12.5

製造業 1,384 17.7 29.6 33.0 13.9 5.9

卸売業 692 27.9 41.2 19.1 9.0 2.9

小売業 769 24.6 32.1 28.9 9.1 5.3

宿泊業 248 5.2 4.4 10.9 21.8 57.7

飲食サービス業 209 7.7 17.7 18.7 20.6 35.4

生活関連サービス業 132 15.2 25.0 27.3 12.9 19.7

その他 941 32.0 27.3 19.9 11.5 9.4

業
種

合 計
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10-12月の売上高水準（最低売上高の水準別） 

 

  

調査数 中央値

4,602 90.00

建築業・0 以上20未満 20 100.00

建築業・20以上40未満 29 90.00

建築業・40以上60未満 47 90.00

建築業・60以上80未満 40 90.00

建築業・80以上100 未満 37 100.00

製造業・0 以上20未満 79 90.00

製造業・20以上40未満 188 85.00

製造業・40以上60未満 455 80.00

製造業・60以上80未満 405 90.00

製造業・80以上100 未満 245 96.00

卸売業・0 以上20未満 20 100.00

卸売業・20以上40未満 61 80.00

卸売業・40以上60未満 128 85.00

卸売業・60以上80未満 282 90.00

卸売業・80以上100 未満 191 97.00

小売業・0 以上20未満 41 85.00

小売業・20以上40未満 69 85.00

小売業・40以上60未満 220 85.50

小売業・60以上80未満 242 90.00

小売業・80以上100 未満 189 97.00

宿泊業・0 以上20未満 142 75.50

宿泊業・20以上40未満 54 68.00

宿泊業・40以上60未満 27 73.00

宿泊業・60以上80未満 11 85.00

宿泊業・80以上100 未満 13 80.00

飲食サービス業・0 以上20未満 74 67.50

飲食サービス業・20以上40未満 42 75.00

飲食サービス業・40以上60未満 39 80.00

飲食サービス業・60以上80未満 37 90.00

飲食サービス業・80以上100 未満 16 98.00

生活関連サービス業・0 以上20未満 26 29.00

生活関連サービス業・20以上40未満 17 80.00

生活関連サービス業・40以上60未満 36 80.00

生活関連サービス業・60以上80未満 33 85.00

生活関連サービス業・80以上100 未満 20 93.00

その他・0 以上20未満 85 90.00

その他・20以上40未満 107 84.00

その他・40以上60未満 183 85.00

その他・60以上80未満 256 90.00

その他・80以上100 未満 299 98.00

業
種
・
最
低
売
上
高
の
水
準

合 計
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経営者年齢別、新事業分野への進出の状況（2017年～2019年） 

 

 

経営者年齢別、設備投資（維持・更新以外）の状況（2017年～2019年） 

 

 

経営者年齢別、試行錯誤（トライアンドエラー）を許容する組織風土の有無 

 

 

現経営者の就任経緯 

 

 

現経営者の就任経緯別、後継者への承継方法 

  

調査数
実施していな
い

ある程度実
施

積極的に実
施

5,865 62.0 30.5 7.6

30代以下 159 54.7 32.1 13.2

40代 910 59.1 31.4 9.5

50代 1,469 61.1 31.5 7.4

60代 1,887 62.8 31.1 6.1

70代 803 64.1 27.9 8.0

80代以上 105 71.4 23.8 4.8

経
営
者
年
齢

合 計

調査数
実施していな
い

ある程度実
施

積極的に実
施

5,880 31.2 53.3 15.5

30代以下 159 32.1 47.8 20.1

40代 910 25.9 55.9 18.1

50代 1,474 30.3 53.8 15.9

60代 1,895 31.9 53.9 14.2

70代 809 36.6 48.5 15.0

80代以上 104 39.4 50.0 10.6

経
営
者
年
齢

合 計

調査数
十分当ては
まる

ある程度当
てはまる

どちらとも言
えない

あまり当ては
まらない

全く当てはま
らない

6,035 14.3 45.8 27.2 11.0 1.6

30代以下 160 22.5 50.0 18.1 8.8 0.6

40代 923 19.7 48.2 22.9 8.1 1.1

50代 1,499 15.5 45.8 27.6 9.4 1.6

60代 1,948 12.4 45.9 27.8 12.5 1.4

70代 848 10.4 44.1 29.5 13.0 3.1

80代以上 109 10.1 34.9 38.5 12.8 3.7

経
営
者
年
齢

合 計

調査数 創業者
先代経営者
の親族

社内役員・従
業員からの
昇格

取引先・親会
社からの派
遣

外部招聘 その他

6,049 20.4 50.5 16.0 9.2 2.5 1.5

調査数 同族継承 内部昇進 外部招聘

1,767 63.3 20.9 15.8

創業者 276 77.2 20.3 2.5

先代経営者の親族 923 88.6 10.0 1.4

役員・従業員からの昇格 282 20.2 64.2 15.6

外部招へい・その他 266 6.8 14.3 78.9

現
経
営
者
の

就
任
経
緯

合 計
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後継者選定の優先順位 

-優先順位 1位 

 

-優先順位 2位 

 

-優先順位 3位 

 

 

事業承継の意思を伝えられてから経営者に就任するまでの期間 

 

 

経営者の就任経緯別、事業承継の意思を伝えられてから経営者に就任するまでの期間 

 

 

事業承継した際の経営方針 

 

 

  

調査数 親族
役員、従業
員

取引先・親会
社からの派
遣

外部招聘
事業譲渡や
売却

優先順位は
ない

1,745 61.1 25.0 2.1 1.3 4.4 6.2

調査数 親族
役員、従業
員

取引先・親会
社からの派
遣

外部招聘
事業譲渡や
売却

優先順位は
ない

1,087 8.1 54.2 7.7 13.0 17.0 -

調査数 親族
役員、従業
員

取引先・親会
社からの派
遣

外部招聘
事業譲渡や
売却

優先順位は
ない

673 5.2 9.5 16.0 26.6 42.6 -

調査数 半年未満
半年～1 年
未満

1 年～3 年
未満

３年～５年未
満

５年超

4,505 22.4 11.5 22.4 11.3 32.3

調査数 半年未満
半年～1 年
未満

1 年～3 年
未満

３年～５年未
満

５年超

4,505 22.4 11.5 22.4 11.3 32.3

先代経営者の親族 2,795 15.1 8.2 20.1 12.7 43.9

役員・従業員からの昇格 948 25.4 17.2 30.0 10.5 16.9

外部招へい・その他 762 45.5 16.7 21.5 7.3 8.9

現
経
営
者
の

就
任
経
緯

合 計

調査数
先代経営者
の取組の継
承・強化

新たな取組
に積極的に
挑戦

どちらとも言
えない

4,456 43.3 40.3 16.4
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経営者の就任経緯別、事業承継した際の経営方針 

 

 

現経営者が事業承継前（５年程度）に承継に向けて実施した取組 

 

 

就任経緯別、現経営者が事業承継前（５年程度）に承継に向けて実施した取組 

 

 

現経営者が事業承継後（５年程度）に意識的に実施した取組 

 

 

就任経緯別、現経営者が事業承継後（５年程度）に意識的に実施した取組 

 

 

事業承継時の経営方針別、事業承継後（５年程度）に意識的に実施した取組 

 

  

調査数
先代経営者
の取組の継
承・強化

新たな取組
に積極的に
挑戦

どちらとも言
えない

4,456 43.3 40.3 16.4

先代経営者の親族 2,727 47.6 39.9 12.5

役員・従業員からの昇格 952 40.1 40.8 19.1

外部招へい・その他 777 32.0 41.4 26.5

現
経
営
者
の

就
任
経
緯

合 計

調査数
他社での勤
務を経験した

先代経営者
とともに経営
に携わった

自社事業の
技術・ノウハ
ウについて
学んだ

経営や自社
事業に関す
る学校や勉
強会に参加
した

組合活動等
同業者の集
まりに参加し
た

商工団体等
地域ネット
ワークに参加
した

取引先、金
融機関との
関係を引き
継いだ

社内で新規
プロジェクトを
遂行した

その他 特になし

4,465 34.6 58.2 33.5 18.5 16.5 15.4 27.9 10.3 1.2 15.7

調査数
他社での勤
務を経験した

先代経営者
とともに経営
に携わった

自社事業の
技術・ノウハ
ウについて
学んだ

経営や自社
事業に関す
る学校や勉
強会に参加
した

組合活動等
同業者の集
まりに参加し
た

商工団体等
地域ネット
ワークに参加
した

取引先、金
融機関との
関係を引き
継いだ

社内で新規
プロジェクトを
遂行した

その他 特になし

4,465 34.6 58.2 33.5 18.5 16.5 15.4 27.9 10.3 1.2 15.7

先代経営者の親族 2,745 42.8 69.1 40.2 25.1 23.2 22.1 34.4 13.0 0.5 7.9

役員・従業員からの昇格 950 10.1 58.8 29.5 10.7 8.6 6.8 23.5 7.6 1.4 20.1

外部招へい・その他 770 36.0 18.6 14.5 4.5 2.6 2.1 10.3 4.2 3.8 37.9

現
経
営
者
の

就
任
経
緯

合 計

調査数
新事業分野
への進出

新たな販路
の開拓

新製品・新
サービスの
開発

海外展開
経営理念の
再構築

経営を補佐
する人材の
育成

経営幹部の
交代

社内のIT化
促進

取引先の選
別

M&A による
事業拡大

その他 特になし

4,451 23.8 44.9 28.8 7.4 33.5 32.7 18.5 22.4 13.5 5.3 2.1 12.9

調査数
新事業分野
への進出

新たな販路
の開拓

新製品・新
サービスの
開発

海外展開
経営理念の
再構築

経営を補佐
する人材の
育成

経営幹部の
交代

社内のIT化
促進

取引先の選
別

M&A による
事業拡大

その他 特になし

4,451 23.8 44.9 28.8 7.4 33.5 32.7 18.5 22.4 13.5 5.3 2.1 12.9

先代経営者の親族 2,730 25.9 47.6 29.9 9.1 35.8 34.2 19.9 26.0 14.3 6.0 1.7 10.5

役員・従業員からの昇格 945 22.5 42.6 28.4 6.3 31.1 32.7 17.8 15.9 12.3 4.0 2.1 13.8

外部招へい・その他 776 18.2 38.1 25.6 3.0 28.6 27.2 14.8 17.5 12.4 4.5 3.6 20.6

現
経
営
者
の

就
任
経
緯

合 計

調査数
新事業分野
への進出

新たな販路
の開拓

新製品・新
サービスの
開発

海外展開
経営理念の
再構築

経営を補佐
する人材の
育成

経営幹部の
交代

社内のIT化
促進

取引先の選
別

M&A による
事業拡大

その他 特になし

4,451 23.8 44.9 28.8 7.4 33.5 32.7 18.5 22.4 13.5 5.3 2.1 12.9

先代経営者の取組の継
承・強化

1,894 17.7 40.3 24.6 6.4 28.8 35.4 18.0 22.4 12.2 4.2 1.7 13.6

新たな取組に積極的に挑
戦

1,783 35.7 55.9 38.7 10.0 44.8 34.9 21.4 27.0 16.3 7.6 2.2 3.3

どちらとも言えない 718 11.0 30.2 15.6 3.3 18.1 21.0 12.4 10.9 10.4 2.4 2.6 34.8

現
経
営
者
が

事
業
承
継
し
た

際
の
経
営
方
針

合 計
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事業承継の課題 

 
 

後継者への承継方法別、事業承継の課題 

 

 

10年前と比較したＭ＆Ａに対するイメージの変化 

-買収 

 

-売却（譲渡） 

 

  

調査数 近年の業績
事業の将来
性

後継者を探
すこと

後継者の了
承を得ること

後継者の経
営力育成

後継者を補
佐する人材
の確保

取引先との
関係維持

従業員との
関係維持

金融機関と
の調整（個人
保証等）

その他 特になし

5,588 30.7 52.6 20.8 9.5 44.0 36.4 27.0 32.0 18.9 1.1 10.6

調査数 近年の業績
事業の将来
性

後継者を探
すこと

後継者の了
承を得ること

後継者の経
営力育成

後継者を補
佐する人材
の確保

取引先との
関係維持

従業員との
関係維持

金融機関と
の調整（個人
保証等）

その他 特になし

5,588 30.7 52.6 20.8 9.5 44.0 36.4 27.0 32.0 18.9 1.1 10.6

同族継承 1,179 28.8 52.0 10.9 9.6 55.5 47.0 27.7 32.1 23.1 1.5 8.3

内部昇進 402 30.8 53.5 20.9 9.7 52.5 36.6 28.4 30.1 18.9 0.7 9.2

外部招聘 291 39.2 56.4 13.7 2.7 19.6 24.7 30.2 36.1 1.7 0.3 17.9

後
継
者
へ
の

承
継
方
法

合 計

調査数

プラスのイ
メージになっ
た（抵抗感が
薄れた）

変わらない

マイナスのイ
メージになっ
た（抵抗感が
増した）

5,460 33.9 62.2 3.9

調査数

プラスのイ
メージになっ
た（抵抗感が
薄れた）

変わらない

マイナスのイ
メージになっ
た（抵抗感が
増した）

5,367 21.9 70.5 7.6
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経営者の年齢別、10年前と比較したＭ＆Ａに対するイメージの変化 

-買収 

 

-売却（譲渡） 

 

 

地域別、10年前と比較したＭ＆Ａに対するイメージの変化 

-買収 

 

-売却（譲渡） 

 

  

調査数

プラスのイ
メージになっ
た（抵抗感が
薄れた）

変わらない

マイナスのイ
メージになっ
た（抵抗感が
増した）

5,460 33.9 62.2 3.9

30代以下 145 48.3 46.9 4.8

40代 855 41.3 55.8 2.9

50代 1,390 34.2 62.0 3.8

60代 1,761 32.0 63.8 4.2

70代 728 30.5 65.2 4.3

80代以上 91 26.4 69.2 4.4

経
営
者
年
齢

合 計

調査数

プラスのイ
メージになっ
た（抵抗感が
薄れた）

変わらない

マイナスのイ
メージになっ
た（抵抗感が
増した）

5,367 21.9 70.5 7.6

30代以下 139 29.5 62.6 7.9

40代 823 25.2 69.0 5.8

50代 1,376 22.9 70.1 7.0

60代 1,728 21.4 70.4 8.2

70代 721 18.6 71.4 10.0

80代以上 87 17.2 75.9 6.9

経
営
者
年
齢

合 計

調査数

プラスのイ
メージになっ
た（抵抗感が
薄れた）

変わらない

マイナスのイ
メージになっ
た（抵抗感が
増した）

5,460 33.9 62.2 3.9

都市部 2,441 34.0 62.2 3.7

地方部 3,017 33.9 62.1 4.0

地
域

合 計

調査数

プラスのイ
メージになっ
た（抵抗感が
薄れた）

変わらない

マイナスのイ
メージになっ
た（抵抗感が
増した）

5,367 21.9 70.5 7.6

都市部 2,403 20.8 71.2 7.9

地方部 2,962 22.7 69.9 7.4

地
域

合 計
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Ｍ＆Ａの実施意向がある企業の割合 

 

 

Ｍ＆Ａ実施意向別、希望する相手先企業の規模 

 

 

Ｍ＆Ａ実施意向別、希望する相手先企業の業種 

 

 

Ｍ＆Ａ実施意向別、希望する相手先企業の地域 

 

 

Ｍ＆Ａ実施意向別、希望するＭ＆Ａの形態 

 

  

調査数
買い手として
意向あり

売り手として
意向あり

買い手・売り
手ともに意向
あり

意向なし

5,825 19.1 5.6 4.1 71.2

調査数
自社より小
規模

自社と同規
模

自社より大
規模

1,078 59.4 21.1 19.6

買い手として意向あり 763 78.5 19.4 2.1

売り手として意向あり 163 1.8 17.2 81.0

M
&
A

実
施
意
向

合 計

調査数 同業種
異業種・業種
関連あり

異業種・業種
関連なし

1,083 50.8 36.4 12.8

買い手として意向あり 764 54.2 37.6 8.2

売り手として意向あり 163 44.8 24.5 30.7

M
&
A

実
施
意
向

合 計

調査数
同一市区町
村

同一都道府
県

近隣都道府
県

その他国内 海外

1,077 9.3 25.3 35.4 29.3 0.6

買い手として意向あり 763 10.4 26.3 38.5 24.0 0.8

売り手として意向あり 158 6.3 22.8 24.1 46.8 -

M
&
A

実
施
意
向

合 計

調査数

垂直統合（商
流の川上や
川下企業と
の統合）

水平統合（同
業種同業態
企業との統
合）

どちらとも言
えない

1,082 15.6 40.5 43.9

買い手として意向あり 761 15.6 43.1 41.3

売り手として意向あり 162 12.3 30.9 56.8

M
&
A

実
施
意
向

合 計
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Ｍ＆Ａ実施意向別、相手先企業の探し方 

 

 

過去のＭ＆Ａ実施有無別、買い手としてのＭ＆Ａ実施意向 

 

 

経営者年齢別、買い手としてのＭ＆Ａ実施意向 

 

 

従業員規模別、買い手としてのＭ＆Ａ実施意向 

 

 

買い手としてのＭ＆Ａの実施意向別、売上高増加率（中央値）  

  

調査数
金融機関に
探索を依頼
する

自社で独自
に探索する

専門仲介機
関に探索を
依頼する

同業他社等
に紹介を依
頼する

取引先等に
紹介を依頼
する

公認会計士､
税理士等に
紹介を依頼
する

商工会議所･
商工会に紹
介を依頼する

事業引継ぎ
支援センター
に紹介を依
頼する

オンライン
マッチングサ
イトで探索す
る

その他

983 72.9 37.6 45.9 13.2 15.6 18.4 7.9 10.2 6.6 2.3

買い手として意向あり 693 76.5 38.0 45.0 12.3 15.4 17.0 6.8 8.9 7.4 2.5

売り手として意向あり 147 59.9 32.7 42.9 12.2 10.9 19.7 9.5 14.3 2.7 2.0

M
&
A

実
施
意
向

合 計

調査数
買い手意向
あり

買い手意向
なし

5,825 23.2 76.8

実施したことがある 820 53.7 46.3

実施したことがない 4,939 18.1 81.9

過
去
の

M
&
A
の

実
施
有
無

合 計

調査数
買い手意向
あり

買い手意向
なし

5,825 23.2 76.8

30代以下 154 40.3 59.7

40代 897 32.6 67.4

50代 1,462 25.1 74.9

60代 1,876 20.1 79.9

70代 802 18.2 81.8

80代以上 107 11.2 88.8

経
営
者
年
齢

合 計

調査数
買い手意向
あり

買い手意向
なし

5,825 23.2 76.8

20名以下 1,839 15.7 84.3

21～50名 1,648 21.5 78.5

51～100 名 1,250 28.6 71.4

101 名以上 1,086 32.4 67.6

従
業
員
数

合 計

調査数 中央値

5,716 0.061

買い手意向あり 1,271 0.113

買い手意向なし 4,176 0.046

買
い
手
と

し
て
の

M
&
A
の

実
施
意
向

合 計



- 38 - 

買い手としてのＭ＆Ａの実施意向別、売上高営業利益率（中央値）  

 

 

買い手としてのＭ＆Ａ実施意向別、自己資本比率（中央値）    

 

 

買い手としてのＭ＆Ａを検討したきっかけや目的 

 

 

希望するＭ＆Ａの形態別、買い手としてのＭ＆Ａを検討したきっかけや目的 

 

 

買い手としてＭ＆Ａを実施する際に重視する確認事項 

 

 

希望するＭ＆Ａの形態別、買い手としてのＭ＆Ａを実施する際に重視する確認事項 

 

  

調査数 中央値

5,971 0.021

買い手意向あり 1,326 0.026

買い手意向なし 4,365 0.019

買
い
手
と

し
て
の

M
&
A
の

実
施
意
向

合 計

調査数 中央値

5,971 0.375

買い手意向あり 1,326 0.360

買い手意向なし 4,365 0.379

買
い
手
と

し
て
の

M
&
A
の

実
施
意
向

合 計

調査数
売上･ 市場
シェアの拡大

新事業展開･
異業種への
参入

人材の獲得
技術･ ノウハ
ウの獲得

コスト低減･
合理化

設備･ 土地
等の獲得

ブランドの獲
得

サプライ
チェーンの維
持

取引先や同
業者の救済

その他

1,341 73.7 49.1 40.3 33.1 18.6 12.8 5.6 4.8 14.7 1.0

調査数
売上･ 市場
シェアの拡大

新事業展開･
異業種への
参入

人材の獲得
技術･ ノウハ
ウの獲得

コスト低減･
合理化

設備･ 土地
等の獲得

ブランドの獲
得

サプライ
チェーンの維
持

取引先や同
業者の救済

その他

1,341 73.7 49.1 40.3 33.1 18.6 12.8 5.6 4.8 14.7 1.0

水平統合 388 80.9 31.7 39.2 25.5 21.9 12.9 5.9 3.9 16.5 0.8

垂直統合 146 67.1 52.1 45.2 41.1 25.3 11.6 4.8 6.8 16.4 1.4

希
望
す
る

M
&
A
の

形
態

合 計

調査数
直近の売
上、利益

借入等の負
債状況

事業の成長
性や持続性

既存事業と
のシナジー

経営陣や従
業員の人柄
や意向

在庫や設備
等の資産状
況

技術やノウ
ハウ等の経
営資源

リスク情報

相手先の
ネームバ
リューやブラ
ンド

その他

1,338 57.6 56.0 61.6 54.2 54.3 31.1 45.6 31.4 10.8 1.0

調査数
直近の売
上、利益

借入等の負
債状況

事業の成長
性や持続性

既存事業と
のシナジー

経営陣や従
業員の人柄
や意向

在庫や設備
等の資産状
況

技術やノウ
ハウ等の経
営資源

リスク情報

相手先の
ネームバ
リューやブラ
ンド

その他

1,338 57.6 56.0 61.6 54.2 54.3 31.1 45.6 31.4 10.8 1.0

水平統合 386 59.8 57.3 57.0 55.2 54.4 33.4 38.1 30.8 10.6 0.5

垂直統合 147 51.0 53.1 60.5 61.2 54.4 34.7 48.3 27.2 8.2 -

希
望
す
る

M
&
A
の

形
態

合 計
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買い手としてＭ＆Ａを実施する際の障壁 

 

 

過去のＭ＆Ａ実施有無別、買い手としてＭ＆Ａを実施する際の障壁 

 

 

後継者有無別、売り手としてのＭ＆Ａ実施意向 

 

 

経営者年齢別、売り手としてのＭ＆Ａ実施意向 

 

 

従業員規模別、売り手としてのＭ＆Ａ実施意向 

 

  

調査数
買収資金の
調達が困難

相手先従業
員等の理解
が得られる
か不安があ
る

自社役員等
の理解が得
られるか不
安がある

適切な相談
相手がいな
い

判断材料とし
ての情報が
不足している

期待する効
果が得られ
るかよくわか
らない

相手先（売り
手）が見付か
らない

仲介等の手
数料が高い

相手先の企
業価値評価
の適正性に
不安がある

M&A を進め
る社内体制
の構築が困
難

その他 特にない

1,327 24.6 32.3 9.6 10.0 32.8 35.5 27.7 27.7 24.9 18.2 1.1 7.8

調査数
買収資金の
調達が困難

相手先従業
員等の理解
が得られる
か不安があ
る

自社役員等
の理解が得
られるか不
安がある

適切な相談
相手がいな
い

判断材料とし
ての情報が
不足している

期待する効
果が得られ
るかよくわか
らない

相手先（売り
手）が見付か
らない

仲介等の手
数料が高い

相手先の企
業価値評価
の適正性に
不安がある

M&A を進め
る社内体制
の構築が困
難

その他 特にない

1,327 24.6 32.3 9.6 10.0 32.8 35.5 27.7 27.7 24.9 18.2 1.1 7.8

実施したことがある 429 15.9 32.4 8.4 6.3 25.6 30.8 23.8 29.8 23.1 13.8 1.2 12.6

実施したことがない 880 28.6 32.5 10.2 11.8 36.4 37.7 29.3 26.7 26.0 20.7 1.0 5.6

過
去
の

M
&
A
の

実
施
有
無

合 計

調査数
売り手意向
あり

売り手意向
なし

5,825 9.7 90.3

後継者がいる 1,944 6.8 93.2

後継者がいない 1,714 11.2 88.8

後
継
者

有
無

合 計

調査数
売り手意向
あり

売り手意向
なし

5,825 9.7 90.3

30代以下 154 8.4 91.6

40代 897 10.1 89.9

50代 1,462 11.0 89.0

60代 1,876 9.2 90.8

70代 802 10.2 89.8

80代以上 107 4.7 95.3

経
営
者
年
齢

合 計

調査数
売り手意向
あり

売り手意向
なし

5,825 9.7 90.3

20名以下 1,839 14.1 85.9

21～50名 1,648 9.2 90.8

51～100 名 1,250 7.8 92.2

101 名以上 1,086 5.1 94.9

従
業
員
数

合 計
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売り手としてのＭ＆Ａを検討したきっかけや目的 

 

 

経営者年齢別、売り手としてのＭ＆Ａを検討したきっかけや目的 

 

 

売り手としてＭ＆Ａを実施する際に重視する確認事項 

 

 

経営者年齢別、売り手としてＭ＆Ａを実施する際に重視する確認事項 

 
 

売り手としてＭ＆Ａを実施する際の障壁 

 

  

調査数 後継者不在
従業員の雇
用の維持

事業の成長･
発展

事業の再生
事業や株式
売却による
利益確保

ノンコア事業
の売却によ
る事業改革

その他

549 47.9 53.0 48.3 18.6 22.0 4.7 2.7

調査数 後継者不在
従業員の雇
用の維持

事業の成長･
発展

事業の再生
事業や株式
売却による
利益確保

ノンコア事業
の売却によ
る事業改革

その他

549 47.9 53.0 48.3 18.6 22.0 4.7 2.7

40代以下 102 35.3 43.1 52.0 19.6 24.5 7.8 5.9

50代 156 45.5 51.9 48.1 20.5 26.9 3.8 0.6

60代 170 57.6 58.2 49.4 15.9 18.8 4.1 2.9

70代以上 83 47.0 55.4 49.4 24.1 15.7 3.6 2.4

経
営
者
年
齢

合 計

調査数
従業員の雇
用維持

会社や事業
の更なる発
展

売却価額
会社の債務
の整理

自社技術や
ノウハウの活
用・発展

自社名や自
社ブランドの
存続

取引先との
関係維持

経営陣や従
業員の人柄
や意向

売却後の経
営者・役員の
待遇

その他

550 82.7 47.6 48.9 26.7 20.0 19.8 32.7 25.1 20.9 1.1

調査数
従業員の雇
用維持

会社や事業
の更なる発
展

売却価額
会社の債務
の整理

自社技術や
ノウハウの活
用・発展

自社名や自
社ブランドの
存続

取引先との
関係維持

経営陣や従
業員の人柄
や意向

売却後の経
営者・役員の
待遇

その他

550 82.7 47.6 48.9 26.7 20.0 19.8 32.7 25.1 20.9 1.1

40代以下 102 78.4 48.0 49.0 24.5 23.5 19.6 27.5 30.4 18.6 2.0

50代 156 82.1 39.7 50.0 25.6 21.8 14.1 37.8 26.9 21.8 -

60代 171 85.4 56.1 42.7 25.7 19.3 24.0 33.9 23.4 19.3 1.8

70代以上 83 86.7 45.8 56.6 28.9 16.9 25.3 34.9 18.1 26.5 1.2

経
営
者
年
齢

合 計

調査数
経営者として
の責任感や
後ろめたさ

M&A に対す
る心理的抵
抗感

自社の収益
状況、財務
状況が悪い

自社の株
主、従業員
から反対が
ある

適切な相談
相手がいな
い

判断材料とし
ての情報が
不足している

期待する効
果が得られ
るかよく分か
らない

相手先（買い
手）が見付か
らない

仲介等の手
数料が高い

自社の企業
価値評価の
適正性に不
安がある

M ＆A を進
める社内体
制の構築が
困難

その他 特にない

544 30.5 16.9 24.8 11.2 16.0 26.1 26.1 28.1 26.5 16.0 11.8 1.5 9.2



- 41 - 

感染症拡大前後でのＭ＆Ａ実施意向 

-感染症拡大前 

 

-現在 

 

 

買い手としてのＭ＆Ａ実施意向がなくなった理由 

  

調査数
買い手として
意向あり

売り手として
意向あり

買い手・売り
手ともに意向
あり

意向なし

5,816 20.0 4.5 3.4 72.0

調査数
買い手として
意向あり

売り手として
意向あり

買い手・売り
手ともに意向
あり

意向なし

5,825 19.1 5.6 4.1 71.2

調査数
自社事業の
立て直し

買収資金の
不足

事業戦略の
見直し

買収先の市
場環境の悪
化

買収先の業
績悪化

その他

133 42.9 15.8 48.9 12.8 4.5 9.0
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3.２ 中小企業のM&A・事業承継について 

（１）M&Aを推進するうえでの課題 

 中小企業のM&Aにおいて課題となるのは、情報の非対称性の解消である。 

 中小企業は小回りがきく、対応力がある、ニッチ分野で特別な技術を保有しているなど、現場の日

常業務レベルの領域に多くの強みや特徴を保有している。ただし、こうした日常業務レベルの強み

は、外部（買い手企業）からは発見することが困難であり、内部（売り手企業自身）にとっても業務

レベルであるために、それが強みや特徴であると明確に認識できていないことが多い。 

 一方で、買い手企業も外部（売り手企業）からみて自社の強みや特徴などが分かりやすいように公

開されている必要がある。 

 つまり、M&Aにおける売り手企業も買い手企業も、自社の強みや特徴を「見える化」しているか

という点が重要である。売り手企業としては、自社の強みや特徴が「見える化」されていなければ、

情報発信していても適切に自社をアピールすることができず、買い手企業のアンテナに引っ掛から

ない恐れがある。買い手企業としても、自社の強みや特徴が「見える化」されていなければ、売り手

企業から見て事業を譲渡するのに相応しい企業として認識されない恐れがある。 

 逆に言えば、M&Aが成功している企業は、売り手の視点でも買い手企業の視点でも、自社の強み

や特徴の「見える化」ができており（相互の情報の非対称性解消）、マッチングが上手くできた企業

ではないかと推察される。 

 したがって、現状の認識としては、相手方（売り手企業・買い手企業）に強みや特徴をどのように

「見える化」していくかが重要である。 
 

（２）事業承継における課題 

 情報の非対称性の解消は、M&A だけの問題ではなく、事業承継においても同様の問題が内在す

る。つまり、現経営者自身が自社の強みを明確に認識できなければ、後継者などの第三者に対して

も、自社の強みなどを十分に承継することができない。 

 事業承継における情報の非対称性の解消の第一歩としては、経営者に自社の強みに対する気付き

を与え、その強みを認識させたうえで、第三者に承継する必要がある。 
 

（３）見える化への取組について 

 企業の強みを人的資産、構造資産、関係資産で見た場合、中小企業の強みは特に「人的資産」に依

拠していることが多い。このため、適切な事業承継や M&A が行われないと、貴重な経営資源が失

われることとなる。また、「人的資産」には「暗黙知」のような個人が経験的に培っている知識や技

術など、外部からは見えにくい強みが多く存在する。 

 人的資産、とりわけ「暗黙知」は属人的な性質のものであるため喪失されやすい。そのため、人的

な資産を会社の資産（構造資産）へと転換する取組が、M&Aを推進するために必要となる。 

特に「暗黙知」を「形式知」化するという、見えにくい資産を見える資産とする取組は決して簡単

なことではない。しかしながら、近年ではAI や IoT 等を活用した熟練技術のマニュアル化・データ

ベース化の進展により、人的資産の構造資産への再現性が高まってきているという。 

 このような最新の情報技術を活用するほか、人的資産の引継ぎには「人」による教育が欠かせな

い。人による教育の効果は、指導者の力に大きく左右されるため、指導力の向上を図る必要がある。

「人」による教育の効果を高めるためには、企業全体の組織体制を整備し、「経営者からベテラン従

業員」、「ベテラン従業員から若手従業員」への指導をしやすい組織づくりをすることが重要である。  


























